









































比較議会研究が大きく進展した。H. Döring ed., (1995) Parliaments and 
Majority Rule in Western Europe, Döring and Hallerberg, eds., (2004), 
Patterns of Parliamentary Behavior, B. E. Rasch and G. Tsebelis eds., 










































は特定の多数決によって） によって討議の予定を組む（organization of 









































































































































本会議日数 8 5 8 4 25 7月臨　1日 26
本会議時間 31 13 29 12 85 0 85
1995年
本会議日数 8 5 6 4 23 5月臨　3日 26
本会議時間 27 14 21 13 75 2 77
2011年
本会議日数 6 6 5 5 22 5月臨　2日 24
本会議時間 25 15 17 17 74 1 75
2012年
本会議日数 6 5 5 5 21 11月臨  2日 23
本会議時間 24 18 19 18 79 2 81
2013年
本会議日数 7 4 5 5 21 4月臨　2日 23

















は最低で 30日（明治 16，17年），最高は明治 14年の 237日，20年も
126日に及ぶなど，年度によるバラつきは，極めて大きかった。11） これら
の数字は会期日数であるが，それでもこの数字は，1976年から 78年まで











































































予算委員会 0 607 0 0 0 0 0 309 0 0 0 916
決算特別委員会 0 0 0 0 0 0 0 12 3231 0 0 3243
総務常任委員会 243 1378 0 0 942 221 135 460 63 389 0 3831
企画建設常任委員会 0 1220 0 0 661 352 105 166 0 393 0 2897
産業経済常任委員会 0 1490 0 16 784 299 135 399 0 230 0 3353
文化厚生常任委員会 0 1389 0 14 653 372 86 255 114 387 0 3270
南海地震対策検討
特別委員会
0 152 121 172 24 0 240 0 1123 0 0 1832
公共交通問題調査
特別委員会
0 0 0 0 0 14 743 0 1084 12 0 1853

















































































































































表 4: 2012 年　本会議開催の日時ならびに主要議題
開会日 開会時刻 散会時刻 休憩開始 休憩終了 審議分数 主要議題
第 180回　通常国会　1月 24日から 9月 8日　会期 229日間
1月 24日 11:01 14:36 11:06 13:02 99 議席指定・常任委員長選挙・4大臣演説
1月 26日 13:02 16:10 188 * 国務大臣への質疑・答弁
1月 27日 14:02 18:28 266 * 国務大臣への質疑・答弁
2月 3日 13:03 13:44 41 補正予算案の委員長報告と議決
2月 21日 13:03 15:53 170 ** 特例公債法等 4法案の趣旨説明・質疑・答弁
2月 23日 12:32 12:45 13 5法案の委員長報告と議決　議運委案のみ趣旨弁明
3月 1日 12:13 12:20 7 各種委員の任命への同意
3月 8日 16:03 18:14 131 # 予算ならびに関連法案・委員長報告・編成替え動議・議決
3月 16日 12:12 12:28 16 1法案の委員長報告と 3法案の委員会審査省略・議決
3月 23日 12:32 13:33 11 法案 10件を委員長報告の後議決　うち 1件のみ討論・承認案件 1　
3月 27日 13:02 13:09 7 3法案の委員長報告と議決




4月 5日 14:52 17:27 14:54 17:22 7 予算案否決に伴う両院協議会等の手続き・同意人事
4月 12日 13:02 13:12 9 対北朝鮮決議案・1法案の委員長報告と議決
4月 13日 13:02 13:08 6 対北朝鮮決議案
4月 17日 13:02 13:11 9 決議案 1・各種委員選出




5月 8日 13:02 16:25 203 ** 厚労関連法案の趣旨説明・質疑答弁
5月 10日 13:02 16:09 187 ** 子育て・子ども手当法案の趣旨説明・質疑答弁
5月 11日 13:02 16:02 180 ** 社会保障関連財源法案の趣旨説明・質疑答弁
5月 22日 12:22 12:27 5 2法案につき、委員会審査の省略・議決
5月 29日 13:02 16:49 227 ** 原子力関連 3法案・承認案件についての趣旨説明・質疑答弁
6月 1日 13:02 15:19 137 ** 国家公務員関連 5法案の趣旨説明・質疑答弁
6月 8日 13:02 13:13 11 4法案の議決　うち 3本は委員会審査省略




6月 19日 13:02 13:10 8 3法案の委員長報告と議決















7月 6日 13:02 13:04 2 3常任委員長の辞任・選挙
7月 26日 13:02 15:55 173 # 2法案の委員長報告と議決　防衛計画大綱の報告と質疑・答弁
7月 31日 13:02 13:24 22 7法案の報告と議決・各種承認案件
8月 2日 13:02 13:15 13 4法案の報告と議決
8月 9日 18:02 19:42 100 内閣不信任決議案
8月 10日 13:02 13:16 14 7法案の報告と議決・各種委員の選挙
8月 24日 12:12 12:34 22 対韓国大統領決議案・2法案の委員会審査省略・議決




9月 6日 13:02 13:23 21 10法案の報告と議決・各種承認案件
9月 7日 13:02 13:12 10 閉会中審査 174件、請願 308件
2568
第 181回　臨時国会　10月 29日から 11月 16日（解散）　会期 19日間
10月 29日 12:03 14:36 153 * 議席指定・委員長選挙・首相の所信表明演説
10月 30日 13:02 16:16 194 * 国務大臣演説への質疑・答弁
11月 1日 13:02 16:00 178 * 国務大臣演説への質疑・答弁
11月 8日 13:02 15:40 158 * 特例公債法案の趣旨説明・質疑答弁
11月 15日 16:03 17:43 100 7法案を報告・議決　1件－公債－は討論
11月 16日 12:07 15:50 12:16 15:49 10 4法案の報告と議決　解散
793 
第 182回　特別国会　12月 26日から 28日まで　会期 3日間
12月 26日 13:07 14:52 105 議長・副議長選任・議席指定・会期・議運委員の選任・首相指名
12月 27日 13:02 13:07 5 各常任委員・常任委員長選任・特別委員会の設置



































































































































2008年 120 1002時間 45分
2009年 155 1269時間 50分
2010年 144 1048時間 40分
2011年 128 1064時間 05分
2013年 155 1382時間 40分
































間のうち，法案審議 957時間（約 69%），予算審議 198時間（約 14%），


























































































提出 議員提出 採択総数 政府分 委員会分 議員分 政府分 委員会分 議員分
議員修正
案の割合
Ｆ /Ｂ Ｇ /Ｃ Ｈ /Ｄ Ｈ /Ｅ
2003年 35393 437 2179 32777 3266 397 1809 1060 90.8% 83.0% 3.2% 32.5%
2004年 27073 701 2780 23592 4186 613 2127 1446 87.4% 76.5% 6.1% 34.5%
2005年 26471 547 2140 23784 3059 481 1583 995 87.9% 74.0% 4.2% 32.5%
2006年 10995 388 2040 7768 3317 345 1654 1318 88.9% 81.1% 17.0% 39.7%
平均 24983 518 2285 21980 3457 459 1793 1205 88.6% 78.5% 5.5% 34.8%


























































































































































































































として認識されている。白井（2013: 16, 18, 28）。
2）Döring （1995, 2004）. 
3）Döring （1995）.
4）Döring ed., （1995）, Döring and Hallerberg, eds., （2004）, Rasch and 
Tsebelis eds., （2011）などの一連の検討の結果である。既に 1995年の
段階でこうした見方が示されているが，それ以降の分析も踏まえて，特
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